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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

第１四半期
連結累計期間

第69期
第１四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 (百万円) 12,858 12,358 62,234

経常利益 (百万円) 446 16 4,508

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) 278 △9 3,100

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △86 403 2,380

純資産額 (百万円) 30,891 33,303 33,152

総資産額 (百万円) 50,311 52,533 55,851

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 12.18 △0.41 135.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― － －

自己資本比率 (％) 61.4 63.4 59.3
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動等また

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善と好調な企業業績に支えられ緩やかな

回復基調が続いておりますものの、米国トランプ政権の政策運営や北朝鮮情勢の緊迫化などの不安要素があり、先

行き不透明感は拭えない状況が続いております。建設業界におきましては、国内外の景気動向が緩やかな回復基調

にあるなか、企業の設備投資は増加傾向を維持しており、補正予算の執行に伴い公共投資の増加も寄与しているこ

とから、堅調な受注環境が続いております。

このような状況のなか、当社グループといたしましては、医薬関連分野を中心とした産業設備関連工事の受注確

保に注力するとともに、設備改善工事の需要を確実に取り込むためライフサイクル一貫ソリューションビジネスを

推進してまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間における受注高は、産業設備工事、一般ビル設備工事ともに前年同期間を

上回る受注を確保し、前年同四半期比12.2％増加の16,041百万円(前年同四半期14,298百万円)となりました。売上

高につきましては、前連結会計年度から繰り越した手持ち工事が前年同四半期より少なかったため、前年同四半期

比3.9％減少の12,358百万円(前年同四半期12,858百万円)となりました。

利益につきましては、売上高の減少に伴い、営業損失55百万円(前年同四半期 営業利益390百万円)、経常利益16

百万円(前年同四半期 経常利益446百万円)となり、親会社株主に帰属する四半期純損失は9百万円(前年同四半期

親会社株主に帰属する四半期純利益278百万円)となりました。
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セグメント別の受注高及び売上高は次のとおりであります。

　

受注高の内訳は、空調衛生設備工事業のうち産業設備工事は10,031百万円(前年同四半期比24.7％増加)、一般ビ

ル設備工事は5,538百万円(前年同四半期比4.6％増加)となりました。官庁民間別内訳は、官公庁工事1,992百万円

(前年同四半期比12.6％増加)、民間工事13,577百万円(前年同四半期比17.4％増加)となりました。

また、電気設備工事業については315百万円(前年同四半期比56.3％減少)となり、冷熱機器販売事業については

156百万円(前年同四半期比34.7％減少)となりました。

 

 

前第１四半期
連結累計期間

(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

比 較 増 減

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

 産業設備工事 8,044 56.3 10,031 62.5 1,987 24.7

 一般ビル設備工事 5,293 37.0 5,538 34.5 245 4.6

電 気 設 備 工 事 業 720 5.0 315 2.0 △405 △56.3

冷 熱 機 器 販 売 事 業 239 1.7 156 1.0 △83 △34.7

合　　　　　計 14,298 100.0 16,041 100.0 1,743 12.2

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 1,769 13.3 1,992 12.8 223 12.6

民 間 工 事 11,568 86.7 13,577 87.2 2,008 17.4

計 13,337 100.0 15,569 100.0 2,232 16.7
 

 

売上高の内訳は、空調衛生設備工事業のうち産業設備工事は7,328百万円(前年同四半期比4.3％増加)、一般ビル

設備工事は4,338百万円(前年同四半期比17.1％減少)となりました。官庁民間別内訳は、官公庁工事1,067百万円

(前年同四半期比58.8％減少)、民間工事10,599百万円(前年同四半期比9.6％増加)となりました。

また、電気設備工事業については516百万円(前年同四半期比51.5％増加)、冷熱機器販売事業については156百万

円(前年同四半期比34.7％減少)となり、その他の事業については17百万円(前年同四半期比1.8％増加)となりまし

た。

　

 

前第１四半期
連結累計期間

(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

比 較 増 減

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

 産業設備工事 7,026 54.6 7,328 59.3 302 4.3

 一般ビル設備工事 5,233 40.7 4,338 35.1 △895 △17.1

電 気 設 備 工 事 業 340 2.7 516 4.2 175 51.5

冷 熱 機 器 販 売 事 業 239 1.9 156 1.3 △83 △34.7

そ の 他 の 事 業 17 0.1 17 0.1 0 1.8

合　　　　　計 12,858 100.0 12,358 100.0 △499 △3.9

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 2,591 21.1 1,067 9.2 △1,524 △58.8

民 間 工 事 9,668 78.9 10,599 90.8 931 9.6

計 12,260 100.0 11,667 100.0 △592 △4.8
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(2)　財政状態の分析

(資産の部)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4,623百万円減少し、36,194百万円となりました。これは主に現金及び

預金が1,372百万円及び受取手形・完成工事未収入金等が2,515百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,306百万円増加し、16,338百万円となりました。これは主に有形固定

資産が632百万円及び投資有価証券が563百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて3,632百万円減少し、16,933百万円となりました。これは主に支払手

形・工事未払金等が3,283百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて163百万円増加し、2,295百万円となりました。これは主に繰延税金負債

が220百万円増加したことによるものであります。

(純資産の部)

純資産は、前連結会計年度末に比べて151百万円増加し、33,303百万円となりました。これは主にその他有価証

券評価差額金が386百万円増加し、利益剰余金が260百万円減少したことによるものであります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発投資額は、42百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

 ① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,994,522

計 79,994,522
 

 

 ② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,888,604 22,888,604
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
100株であります。

計 22,888,604 22,888,604 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年６月30日 ― 22,888,604 ― 2,746 ― 2,498
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成29年３月31日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　13,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,827,600
228,276 単元株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式　47,904 ― ―

発行済株式総数 22,888,604 ― ―

総株主の議決権 ― 228,276 ―
 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,700株(議決権77個)含まれ

ております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社テクノ菱和

東京都港区芝大門
２－12－８

13,100 ― 13,100 0.05

計 ― 13,100 ― 13,100 0.05
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,734 12,361

  受取手形・完成工事未収入金等 22,124 19,608

  電子記録債権 3,631 3,038

  未成工事支出金 270 318

  商品 0 0

  材料貯蔵品 2 2

  その他 1,055 864

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 40,818 36,194

 固定資産   

  有形固定資産 3,005 3,638

  無形固定資産 184 177

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,614 8,177

   その他 4,288 4,405

   貸倒引当金 △60 △60

   投資その他の資産合計 11,842 12,523

  固定資産合計 15,032 16,338

 資産合計 55,851 52,533
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 10,309 7,025

  電子記録債務 6,022 6,025

  短期借入金 － 760

  1年内返済予定の長期借入金 120 120

  未払法人税等 1,042 26

  未成工事受入金 942 1,181

  賞与引当金 659 140

  役員賞与引当金 82 －

  完成工事補償引当金 122 144

  工事損失引当金 121 138

  その他 1,143 1,372

  流動負債合計 20,566 16,933

 固定負債   

  長期借入金 80 50

  繰延税金負債 1,412 1,633

  再評価に係る繰延税金負債 135 135

  退職給付に係る負債 229 232

  その他 275 244

  固定負債合計 2,132 2,295

 負債合計 22,698 19,229

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,746 2,746

  資本剰余金 2,498 2,498

  利益剰余金 24,248 23,987

  自己株式 △7 △7

  株主資本合計 29,486 29,225

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,266 3,652

  土地再評価差額金 △64 △64

  為替換算調整勘定 0 0

  退職給付に係る調整累計額 454 483

  その他の包括利益累計額合計 3,657 4,071

 非支配株主持分 8 6

 純資産合計 33,152 33,303

負債純資産合計 55,851 52,533
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 12,858 12,358

売上原価 11,095 10,993

売上総利益 1,762 1,365

販売費及び一般管理費 1,371 1,420

営業利益又は営業損失（△） 390 △55

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 57 62

 その他 21 14

 営業外収益合計 79 77

営業外費用   

 支払利息 2 2

 為替差損 19 0

 その他 1 1

 営業外費用合計 24 5

経常利益 446 16

特別損失   

 投資有価証券評価損 8 －

 特別損失合計 8 －

税金等調整前四半期純利益 438 16

法人税、住民税及び事業税 25 12

法人税等調整額 134 14

法人税等合計 159 27

四半期純利益又は四半期純損失（△） 278 △10

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △1

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

278 △9
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 278 △10

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △395 386

 為替換算調整勘定 △1 △0

 退職給付に係る調整額 31 28

 その他の包括利益合計 △365 414

四半期包括利益 △86 403

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △85 405

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △1
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)及び

当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

当社グループの売上高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日　
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

減価償却費 65百万円 55百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

１.　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 205 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

１.　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 251 11.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社テクノ菱和(E00225)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)及び

当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

当社は、「設備工事業」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

 12円18銭 △0円41銭

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)

(百万円) 278 △9

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)

(百万円) 278 △9

普通株式の期中平均株式数 (株) 22,875,741 22,875,403
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　
平成29年８月７日

 

株式会社テクノ菱和

取締役会　御中
 

　

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   滝　　沢   勝　　己　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   福　　士　　直　　和　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ

菱和の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノ菱和及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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